２００６年海上労働条約船上チェックリスト・ギャップ分析用
判定
Y: 適合   N: 不適合   NA: 該当なし   P: 旗国法令整備待ち【ペンディング】
第１章 船内で労働する船員の最小限の要件
第1.1規則　最低年齢

	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	備考

	
	
	
	措置
	文書
	
	

	R1.1.1
	最低年齢に達していない者は、船内で雇用され若しくは従業し、又は労働してはならない。
	

	R1.1.2
	この条約の最初の効力発生時の最低年齢は、１６歳とする。
	

	R1.1.3
	規範に規定する状況においては、一層高い最低年齢が要求される。
	

	A1.1.1
	１６歳未満の者の船内の雇用、従業又は労働は禁止する。
	
	
	
	
	

	A1.1.2
	１８歳未満の船員の夜間の労働は禁止する。この第1.1基準の規定の適用上、「夜間」は、国内法及び国内慣行に従い定める。夜間の労働は、午前０時までに開始し、午前５時を経過した後に終了する少なくとも９時間を対象とする。
	
	
	
	
	

	A1.1.3
	次の場合には、権限のある機関は、夜間の労働の制限の厳格な遵守に対する例外を設けることができる。
a) 関係する船員に対し、作成された計画及び予定に従って行われる効果的な訓練が損なわれる場合
b) 職務の特性又は承認された訓練計画が、例外規定が適用される船員が夜間における職務に従事することを要求しており、かつ、権限のある機関が、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、当該労働が当該船員の健康又は福祉を害するものではないと決定する場合
	

	A1.1.4
	１８歳未満の船員の雇用、従業又は労働は、労働が当該船員の健康又は安全を損なうおそれがある場合には、禁止する。当該労働の種類は、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議した上で、関連する国際的な基準に従って、国内法令又は権限のある機関によって決定される。
	
	
	
	
	


第1.2規則　健康証明書
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	備考

	R1.2.1
	船員は、職務に従事するために医学的に適していると証明されない限り、船内で労働してはならない。
	

	R1.2.2
	例外は、規範に規定する場合においてのみ認めることができる。
	

	A1.2.1
	権限のある機関は、船員に対し、船内で労働を開始する前に、海上において行う職務に従事するために医学的に適していることを証明する有効な健康証明書を所持することを要求する。
	
	
	
	
	

	A1.2.2
	船員が従事する職務に照らし、健康証明書が当該船員の健康状態を真に反映することを確保するため、権限のある機関は、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、かつ、この規範のＢ部に定める適用可能な国際的な指針に妥当な考慮を払った上で、健康検査及び健康証明書の内容を定める。
	

	A1.2.3
	この基準は、改正された１９７８年の船員の訓練及び資格証明並びに当直の基準に関する国際条約（以下「ＳＴＣＷ条約」という。）の適用を妨げるものではない。ＳＴＣＷ条約の要件に従って発給された健康証明書は、第1.2規則の規定の適用上、権限のある機関により認められる。ＳＴＣＷ条約が適用されない船員については、これらの要件の内容を満たす健康証明書が同様に認められる。
	

	A1.2.4
	健康証明書は、正当な資格を有する医師又は、もっぱら視力に関する証明書の場合には、権限のある機関に当該証明書を発給する資格を有すると認められた者が発給する。医師は、健康検査の手続を行う際に医療上の判断を行うに当たって、十分な職務上の独立性を有しなければならない。
	
	
	
	
	

	A1.2.5


	証明書の発給を拒否され、又は労働能力、特に時間、労働の分野若しくは航行する区域に関して制限を課された船員は、他の独立した医師又は独立した医事審査員による新たな検査を受ける機会を与えられる。
	

	A1.2.6

	健康証明書には、特に次のことを記載する。
a) 関係する船員の聴力及び視力並びに色神（従事する作業に対する適性が色神の欠陥によって影響されるおそれのある職務区分で使用される船員の場合）がすべて満足すべきものであること。
b) 関係する船員の健康状態が、海上勤務によって悪化するおそれがあり若しくはその船員を海上勤務に適さないようにするおそれのあるもの又は船内の他の者の健康に害を及ぼすおそれのあるものになっていないこと。
	
	
	
	
	

	A1.2.7
	関係する船員が従事する特定の職務により又はＳＴＣＷ条約に基づいて一層短い期間が求められる場合を除くほか、
a) 健康証明書は、最長２年の期間、有効とする。ただし、１８歳未満の船員の場合には、有効期間は、最長１年とする。
b) 色神に関する証明書は、最長６年の期間、有効とする。
	
	
	
	
	

	A1.2.8
	緊急の場合には、権限のある機関は、船員が資格のある医師から健康証明書を取得することができる次の寄港地まで、有効な健康証明書なしに労働することを許可することができる。ただし、次のことを条件とする。
a) その許可の期間は、3ヶ月を超えないこと。
b) 関係する船員が最近有効期間が満了した健康証明書を所持していること。
	

	A1.2.9
	健康証明書は、航海中にその有効期間が満了した場合には、船員が資格のある医師から健康証明書を取得することができる次の寄港地まで、引き続きその効力を有する。ただし、その期間は3ヶ月を超えないものとする。
	
	
	
	
	

	A1.2.10
	通常国際航海に従事する船舶において労働する船員の健康証明書は、少なくとも英語により提供されなければならない。
	
	
	
	
	


第1.3規則　訓練及び資格
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	備考

	R1.3.1
	船員は、職務に従事するために訓練されることなく、又は権限若しくは資格を有すると証明されることなく船内で労働してはならない。
	
	
	
	
	

	R1.3.2
	船員は、船内における人命の安全のための訓練を良好に修了していない限り船内で労働することは認められない。
	
	
	
	
	

	R1.3.3
	国際海事機関により採択された強制的な文書に基づく訓練及び資格証明は、１及び２に規定する要件を満たすものとみなす。
	
	
	
	
	

	R1.3.4
	この条約の批准の時に、１９４６年の有能海員資格証明条約（第７４号）に拘束される加盟国は、同条約の対象となる事項を含む遵守すべき規定が国際海事機関により採択され、かつ、効力を生じた日まで又は第８条３に従ってこの条約が効力を生じた日から５年を経過するまでのうちいずれか早い日までの間引き続き同条約に基づく義務を履行する。
	
	
	
	
	


第1.4規則　募集及び職業紹介
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	見解

	R1.4.1
	すべての船員は、船舶における職業を紹介する制度であって、効果的で、十分な、かつ、責任を負うものを無料で利用することができる。
	

	R1.4.2
	船員の募集及び職業紹介のための機関であって加盟国の領域内で運営されるものは、規範に規定する基準に適合するものとする。
	
	
	
	
	

	R1.4.3
	加盟国は、自国を旗国とする船舶で労働する船員に関し、この条約の適用を受けない国又は領域に所在する船員の募集及び職業紹介のための機関を利用する船舶所有者に対し、当該機関が規範に規定する要件に適合するものであることを確保することを要求する。
	
	
	
	
	

	A1.4.1
	船員の募集及び職業紹介のための公共の機関を運営する加盟国は、当該機関がこの条約に定める船員の雇用の権利を保護し、及び促進する秩序ある方法により運営されることを確保する。
	

	A1.4.2
	加盟国が自国の領域内で運営される船員の募集及び職業紹介のための民間の機関であって、主たる目的が船員の募集及び職業紹介であるもの又は多数の船員を募集し、及び紹介するものを有する場合には、当該機関は、標準化された免許交付制度、資格証明その他の規制の形態に適合する場合にのみ運営される。この制度は、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議を行った後にのみ設け、修正し、又は変更する。この条約を船員の募集及び職業紹介のための民間の機関に適用するか否かについて疑義がある場合には、その問題については、各加盟国の権限のある機関が関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議を行った後決定する。船員の募集及び職業紹介のための民間の機関の過度の増加、奨励はしてはならない。
	

	A1.4.3
	２の規定は、また、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議して、権限のある機関が適当であると決定する範囲内で、加盟国の領域内で当該加盟国を旗国とする船舶に当該加盟国の国民である船員を供給するために船員団体が運営する船員の募集及び職業紹介のための機関に関し、適用する。この３の規定の適用を受ける船員の募集及び職業紹介のための機関は、次の条件を満たすものとする。
(a) 船員の募集及び職業紹介のための機関は、船員団体と船舶所有者との間の団体交渉協約に従って運営すること。
(b) 船員団体及び船舶所有者の双方が加盟国の領域内に本拠を置いていること。
(c) 加盟国が、船員の募集及び職業紹介のための機関の運営を認める団体交渉協約を承認又は登録する国内法令又は手続を有すること。
(d) 船員の募集及び職業紹介のための機関は、秩序ある方法により運営し、かつ、５の規定に定める船員の雇用の権利と同等のものを保護し、及び促進するための措置を適切にとること。
	

	A1.4.4
	この第1.4基準又は第1.4規則のいかなる規定も、
(a) 加盟国が、船員及び船舶所有者の需要を満たすための政策の枠組みにおいて、船員の募集及び職業紹介のための無料かつ公共の機関（すべての労働者及び使用者のための公共職業安定組織の一部であるか否か又は当該公共職業安定組織と調整が図られているか否かを問わない。）を維持することを妨げるものと解してはならない。
(b) 加盟国に対し、その領域内で船員の募集又は職業紹介のための民間の機関を運営するための制度を設立する義務を課すものと解してはならい。
	

	A1.4.5
	２に規定する制度を採用する加盟国は、国内法令又はその他の措置において、少なくとも、
(a) 船員が資格を有する職業を得ることを妨げるために船員の募集及び職業紹介のための機関が手段、仕組み又は名簿を用いることを禁止する。
(b) 船員の募集、職業紹介又は雇用のための手数料その他の費用（船員が入手する国内法令で定められた健康証明書、船員手帳及び旅券又は他の類似の個人の旅行証明書に係る経費を除く。ただし、当該経費には、船舶所有者が負担する査証に係る経費を含まない。）の全部又は一部を直接又は間接に船員が負担しないことを要求する。
(c) 自国の領域内で運営される船員の募集及び職業紹介のための機関について次のことを確保する。
(c)(ⅰ) 権限のある機関による検査の際に利用することができるようにするため、船員の募集及び職業紹介のための機関を通じて募集又は紹介されたすべての船員の最新の登録簿を保管すること。
(c)(ⅱ) 船員の雇用契約に先立ち又はその過程において、当該契約の下での船員の権利及び義務について当該船員に通知することを確保し、並びに船員が雇用契約に署名する前及び署名した後に当該契約を検討するため並びに船員が当該契約の写しを受け取るために適正な措置をとることを確保すること。


	

	A1.4.5
	(c)(ⅲ) 船員の募集及び職業紹介のための機関により募集又は紹介された船員がその職務に必要な資格を有し、及びそのための証明書を所持していることを確認し、並びに船員の雇用契約が関係法令及び雇用契約の一部を構成するすべての団体交渉協約に基づくことを確認すること。
(c)(ⅳ) 実行可能な限り、船員が外国の港に取り残されることのないよう保護する手段を船舶所有者が有することを確保すること。
(c)(v) 船員の募集及び職業紹介のための機関の活動に関するすべての苦情について調査し、及び回答し、並びに解決されなかった苦情について権限のある機関に通知すること。
(c)(Ⅵ) 募集及び職業紹介のための機関又は船員の雇用契約に基づいて関係する船舶所有者が船員に対する義務を履行しないことにより当該船員が負うこととなる金銭的損失を補償するため、保険又はこれと同等の適当な措置によって保護の制度を確立すること。
	

	A1.4.6
	権限のある機関は、関係する加盟国の領域内で運営されるすべての船員の募集及び職業紹介のための機関を緊密に監督及び管理する。船員の募集及び職業紹介のための民間の機関が国内法令の要件を満たしていることを確認した後にのみ、領域内における当該機関の運営のために免許、証明書又はこれらに類似する許可書を与え、又は更新する。
	

	A1.4.7
	権限のある機関は、適当な場合には船舶所有者及び船員の代表の参加を得て、必要に応じて船員の募集及び職業紹介のための機関の活動に関する苦情を調査するための適当な制度及び手続が維持されることを確保する。
	

	A1.4.8
	この条約を批准した加盟国は、この条約を批准していない国がこの条約の定める基準と同等の基準を適用していると認められるまでの間、当該批准していない国を旗国とする船舶への船員の雇入れから生ずるおそれのある問題につき、実行可能な限り自国民に周知させる。この条約を批准した加盟国によってとられるこのような措置は、関係する両国が締約国である条約に定める労働者の移動の自由の原則に抵触するものであってはならない。
	

	A1.4.9
	この条約を批准した加盟国は、この条約の適用を受けない国又は領域に所在する船員の募集及び職業紹介のための機関を利用する自国を旗国とする船舶の船舶所有者に対し、実行可能な限り、当該機関がこの第1.4基準に規定する要件を満たすことを確保するよう求める。
	
	
	
	


第２章　雇用条件
第2.1規則　船員の雇用契約
	Reg. No.
	要件
	確認部件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	見解

	R2.1.1
	船員の雇用についての条件は、明確な書面による法的効力を有する契約に定め、及び規範に定める基準に適合するものとする。
	

	R2.1.2
	船員の雇用契約は、署名前に、船員が当該雇用契約における条件に関して再検討し、及び助言を求める機会を有し、並びにそれらの条件を自由に受け入れることを確保する状況の下で当該船員によって同意される。
	

	R2.1.3
	加盟国の国内法及び国内慣行に適合する範囲で、船員の雇用契約は、適用される団体交渉協約を含むものと解する。
	
	
	
	
	

	A2.1.1
	加盟国は、自国を旗国とする船舶が次の要件を遵守することを求める法令を制定する。
(a) 自国を旗国とする船舶で労働する船員は、自己及びこの条約の要求する船内の適切な労働条件及び生活条件を提供する船舶所有者又はその代表者の双方によって署名された船員の雇用契約（当該船員が被用者ではない場合には、契約上の又は同様の取り決めの証拠）を保有すること。
(b) 船員の雇用契約に署名する船員は、署名前に当該雇用契約に関し検討し、及び助言を求める機会並びに自己の権利及び責任について十分な理解をもって自由に契約を結ぶことを確保するために必要なその他の便宜が与えられること。
(c) 関係する船舶所有者及び船員は、署名された船員の雇用契約書の原本をそれぞれ保有すること。
(d) 船員（船長を含む。）が船内で雇用条件に関する明確な情報を容易に得ることができること及び船員の雇用契約の写しを含む当該情報について、権限のある機関の職員（寄港する港における権限のある機関の職員を含む。）が検査のために利用することもできることを確保するための措置をとること。
(e) 船員は、船内の自己の勤務に関する事項を記載する文書を交付されること。
	
	
	
	
	

	A2.1.2.
	団体交渉協約が船員の雇用契約の全部又は一部を構成する場合には、当該団体交渉協約の写しは、船内で利用することができる。船員の雇用契約及びすべての適用のある団体交渉協約の言語が英語でない場合には、次のものは、英語によって利用することができるものとする。（国内航海にのみ従事する船舶を除く。）
(a) 当該団体交渉協約の基準様式の写し
(b) 第5.2規則の規定に基づく寄港国による検査の対象となる団体交渉協約の部分
	
	
	
	
	

	A2.1.3.
	１(e) に規定する文書には、船員の勤務の成績又は賃金に関する事項を記述してはならない。その文書の形式、記録すべき事項及びその事項を記入する方法は、国内法で定めるものとする。
	
	
	
	
	

	A2.1.4.
	加盟国は、その国内法によって規制されるすべての船員の雇用契約に含まれるべき事項を明示した法令を制定する。当該雇用契約には、次の事項を含む。
(a) 船員の氏名、生年月日又は年齢及び出生地
(b) 船舶所有者の氏名及び住所
(c) 当該雇用契約が結ばれた場所及び年月日
(d) 船員の従事する職務
(e) 船員の賃金の額又は適用可能な場合には、賃金を計算するために用いられる方法
(f) 有給休暇の日数又は適用可能な場合には、日数を計算するために用いられる方法
(g) 次の事項を含む当該雇用契約の終了及びその条件
(g)(ⅰ) 当該雇用契約が期間を定めないで締結された場合には、各当事者が契約を解除させることができる条件及び予告期間。船舶所有者側の予告期間は、船員側の予告期間よりも短くてはならない。
(g)(ⅱ) 当該雇用契約が一定の期間について締結された場合には、その期間の満了の日
(g)(ⅲ) 当該雇用契約が特定の航海について締結された場合には、目的港及びそれに到達した後船員が解雇されるまでの期間
(h) 船舶所有者により船員に与えられる健康の保護及び社会保障による保護に関する給付
(i) 船員の送還の権利
(j) 適用可能な場合には、団体交渉協約に対する言

　及
(k) その他国内法に定める事項

	
	
	
	
	

	A2.1.5.
	加盟国は、船員の雇用契約の早期の終了のため、船員及び船舶所有者より与えられる最低予告期間を定める法令を制定する。この最低予告期間は、関係する船舶所有者団体及び船員団体との協議の上、決定する。ただし、この期間は、七日間よりも短くてはならない。
	

	A2.1.6.
	当該最低予告期間よりも短い期間は、国内法令又は適用される団体交渉協約に基づき、一層短い予告で又は予告なしに雇用契約の終了を正当化するものと認められる状況において与えることができる。加盟国は、そのような状況を決定するに当たり、船員が、処罰なしに、同情すべき又は他の緊急の理由のために、一層短い予告で又は予告なしに雇用契約を終了する当該船員の必要性が考慮されることを確保する。
	


第2.2規則 賃金
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	見解

	R2.2.1.
	すべての船員は、その雇用契約に従って、その労働に応じ、定期的にかつ全額報酬が支払われる。
	

	A2.2.1.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶で労働する船員に支払われるべき賃金が1ヶ月を超えない間隔で、及び適用のある団体交渉協約に従って支払われることを要求する。
	
	
	
	
	

	A2.2.2.
	船員は、1ヶ月ごとに支払われるべき金額及び支払われた金額の明細（賃金及び付加的給与並びに同意したものと異なる通貨又は換算率により支払が行われた場合には、用いられた為替換算率を含む。）が与えられる。
	
	
	
	
	

	A2.2.3.
	加盟国は、船舶所有者が船員に対し、所得の全部又は一部を当該船員の家族又は被扶養者若しくは法定受給者に送金する手段を提供するための４に定めるような措置をとることを要求する。
	
	
	
	
	


	A2.2.4.
	船員がその家族に賃金を送金することができることを確保するための措置は、次のものを含む。
(a) 船員が雇用される時に又は雇用期間中に、船員が希望する場合には、その家族に対して、銀行口座振替又は類似の方法により賃金の一部を定期的な送金に充てることができるようにする制度
(b) 家族への割当てを、船員の指定した者に対して直接にかつ遅滞なく送金すべき要件
	
	
	
	
	

	A2.2.5.
	３及び４の規定に基づくサービスに係る料金は、妥当な金額であり、及び通貨の為替換算率は、別段の定めがない限り、国内法令に従い、一般的な市場相場又は公式に公表された相場であり、かつ、船員にとって不利とならないものとする。
	
	
	
	
	

	A2.2.6.
	船員の賃金を規制する国内法令を制定する加盟国は、規範Ｂ部に定める指針に妥当な考慮を払う。
	


第2.3規則労働時間及び休息時間
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	見解

	R2.3.1.
	加盟国は、船員の労働時間又は休息時間が規制されることを確保する。
	

	R2.3.2.
	加盟国は、規範の規定に適合する一定の期間における最長労働時間又は最短休息時間を定める。
	

	A2.3.1.
	この基準の適用上、
(a) 「労働時間」とは、船員が船舶のために労働することを要求される時間をいう。
(b) 「休息時間」とは、労働時間以外の時間をいうものとし、短い休憩を含まない。
	

	A2.3.2.
	加盟国は、５から８までの規定に定める限度内において、一定の期間において超えてはならない最長労働時間又は与えなければならない最短休息時間を定める。
	

	A2.33.
	加盟国は、船員の通常の労働時間の基準を、他の労働者の労働時間の基準と同様に、１週間当たり１日の休日及び公の休日とともに１日８時間を基礎とすることを認める。加盟国が船員の通常の労働時間をこの基準に定める労働時間よりも不利とならないように定める団体交渉協約を承認し、又は登録するための手続を有することを妨げない。
	

	A2.3.4.
	国内基準を定めるに当たり、加盟国は、船員（特に、その職務が船舶の安全な航行及び安全かつ確実な運航に関係するもの）の疲労がもたらす危険を考慮する。
	

	A2.3.5.
	労働時間又は休息時間の限度は、次のとおりとする。
(a) 最長労働時間は、次の時間を超えないものとする。
(a)(ⅰ) ２４時間につき１４時間
(a)(ⅱ) ７日間につき７２時間
(b) 最短休息時間は、次の時間を下回らないものとする。
(b)(ⅰ) ２４時間につき１０時間
(b)(ⅱ) ７日間につき７７時間
	
	
	
	
	

	A2.3.6.
	休息時間は、２回を超えずに分割することができる。そのいずれか一の休息時間は、少なくとも長さ６時間とし、及び連続する休息時間と休息時間の間隔は、１４時間を超えないものとする。
	
	
	
	
	

	A2.3.7.
	招集、消火及び救命艇に係る訓練並びに国内法令及び国際文書に定める訓練については、休息時間の妨害を最少とし、かつ、疲労を引き起こさない方法によって行う。
	
	
	
	
	

	A2.3.8.
	機関区域が無人である場合のように船員が待機の状態にある場合において、労働のための呼出しにより通常の休息時間が妨げられたときは、当該船員は、適切な補償の休息時間が与えられる。
	
	
	
	
	

	A2.3.9.
	団体交渉協約若しくは仲裁裁定が存在しない場合又は権限のある機関が７若しくは８の規定に関して団体交渉協約若しくは仲裁裁定の規則が不適切であると決定する場合には、当該権限のある機関は、関係する船員が十分な休息を与えられることを確保するための規則を定める。
	

	A2.3.10
	加盟国は、船内労働の取決めに関する表を船員が容易に利用することのできる場所に掲示することを要求するものとし、この表には、それぞれの職務につき少なくとも次の事項を含める。
(a) 海上及び港における業務の予定
(b) 国内法令又は適用される団体交渉協約に定める最長労働時間又は最短休息時間
	
	
	
	
	

	A2.3.11.
	10に規定する表については、船内の常用語及び英語により標準化された様式で作成する。
	
	
	
	
	

	A2.3.12.
	加盟国は、５から11までの規定を遵守していることを監視することを可能にするため、船員の毎日の労働時間又は休息時間の記録を保持することを要求する。当該記録は、利用可能なすべての国際労働機関の指針を考慮して、権限のある機関が定めた標準化された様式又は国際労働機関が作成した標準化された様式とする。当該様式は、11に規定する言語によるものとする。船員は、船長又は船長の委任を受けた者及び自己によって承認された自己に関する記録の写しを受け取る。
	
	
	
	
	

	A2.3.13.
	５及び６の規定は、定められた限度の例外を認める団体交渉協約について権限のある機関が承認し、又は登録するための国内法令又は手続を加盟国が有することを妨げるものではない。この例外については、この基準の規定にできる限り従うものとし、そうでない場合には、当直を担当する船員又は短航海に従事する船舶で労働する船員に対し一層頻繁な若しくは一層長期の休暇又は補償休暇の付与を考慮することができる。
	
	
	
	
	

	A2.3.14.
	この基準のいかなる規定も、船舶、乗船者若しくは貨物の速やかな安全の確保又は海上における遭難船舶若しくは遭難者に対する援助に必要な労働にその時間の長さのいかんを問わず従事することを船員に要求する船長の権限を害するものと解してはならない。したがつて、船長は、労働時間又は休息時間の予定を停止し、及び船員に対し、通常の状態が回復されるまでの間その時間の長さのいかんを問わず労働に従事することを要求することができる。船長は、通常の状態が回復された後、実行可能な限り速やかに、予定された休息時間内に労働に従事した船員に対し適切な休息の時間を与えることを確保する。
	
	
	
	
	


第2.4規則　休暇の権利
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	見解

	R2.4.1.
	加盟国は、規範の規定に従って、自国を旗国とする船舶で雇用される船員が適切な条件に基づく有給休暇を与えられることを要求する。
	

	R2.4.2.
	船員は、自己の健康及び福祉を享受するためにその職務の運航上の要件によって上陸許可を与えられるものとする。
	

	A2.4.1.
	加盟国は、有給休暇に関する船員の特別の必要を適切に考慮し、自国を旗国とする船舶で業務を行う船員の有給休暇に関する最低基準を定める法令を制定する。
	

	A2.4.2.
	有給休暇について船員の特別の必要を考慮した適当な計算方法を定める団体交渉協約又は法令に従い、有給休暇を受ける資格は、１ヶ月の雇用につき最低２．５日を基礎として計算するものとする。勤務期間を算定する方法は、各国の権限のある機関が定め、又は適当な機構を通じて定める。正当とされる欠勤は、有給休暇とみなされない。
	

	A2.4.3.
	この基準に定める最小限の有給休暇を廃止する団体交渉協約は、権限のある機関により規定される場合を除くほか、禁止する。
	


Regulation 2.5 Repatriation

	R2.5.1.
	船員は、規範に定める状況及び条件により自己の費用を負担することなく送還される権利を有する。
	
	
	
	
	

	R2.5.2.
	加盟国は、船員が規範に従って正当に送還されることを確保するための金銭上の保証を自国を旗国とする船舶が提供することを要求する。
	
	
	
	
	

	A2.5.1
	加盟国は、次の状況の場合には、自国を旗国とする船舶の船員が送還される権利を有することを確保する。
(a) 当該船員が海外にいる間にその雇用契約が終了した場合
(b) 当該船員の雇用契約について次の者が終了した場合
(b)(ⅰ) 船舶所有者
(b)(ⅱ) 正当とされる理由による船員
(c) 船員がもはや雇用契約上の職務を行うことができない場合又は特定の状況において職務を行うことを期待することができない場合
	
	
	
	
	

	A2.5.2
	加盟国は、法令若しくはその他の措置又は団体交渉協約に次の事項を定める適当な規定が存在することを確保する。
(a) １(b) 及び(c)の規定に従い船員が送還される権利を有する状況
(b) その後に船員が送還される権利を有することとなる船舶における勤務の最長の期間。この期間は、12ヶ月未満とする。
(c) 送還のために船舶所有者から与えられる明確な権利（送還の目的地、輸送方法、対象とされる費用の項目及び船舶所有者によってとられるその他の措置に関係するものを含む。）
	
	
	
	
	

	A2.5.3
	加盟国は、船舶所有者が雇用の開始時に船員に対して送還費用のための前金を支払うよう要求すること及び国内法令若しくはその他の措置又は適用される団体交渉協約に従い、船員に雇用上の義務の重大な不履行があったと認められる場合を除くほか、船員の賃金又はその他の付与された権利から送還に係る費用を回収することを禁止する。
	
	
	
	
	

	A2.5.4
	国内法令は、船舶所有者が第三者との契約に基づき送還に係る費用を回収する権利を害するものではない。
	
	
	
	
	

	A2.5.5
	船舶所有者が、送還される権利を有する船員の送還のための措置をとること又はその送還の費用を負担することができない場合には、
(a) 船舶がその旗を掲げる加盟国の権限のある機関が、関係する船員の送還のための措置をとる。当該権限のある機関がそのようにすることができないときには、関係する船員が送還されるため出国する国又は当該船員が国籍を有する国が送還のための措置をとり、及び当該加盟国からその送還に係る費用を回収することができる。
(b) 船員の送還に要した費用については、当該加盟国が、船舶所有者から回収することができる。
(c) 送還に係る費用は、３の規定に定める場合を除くほか、いかなる場合にも当該船員が負担するものではない。
	
	
	
	
	

	A2.5.6
	適用される国際文書（１９９９年の船舶の拿捕に関する国際条約を含む。）を考慮して、この規範に従い送還に係る費用を支払った加盟国は、５の規定に従って償還されるまで関係する船舶所有者の船舶を抑留し、又は抑留を要求することができる。
	
	
	
	
	

	A2.5.7
	加盟国は、自国の港に寄港し、又は自国の領海若しくは内水を通過する船舶で業務を行う船員の送還及び船内の船員の交替を容易にする。
	
	
	
	
	

	A2.5.8
	加盟国は、特に船舶所有者の財政的事情を理由として又は船舶所有者が船員を交代させる能力若しくは意思がないことを理由として船員の送還される権利を拒否してはならない。
	
	
	
	
	

	A2.5.9
	加盟国は、自国を旗国とする船舶が適当な言語で記載された送還に関して適用される国内の規定の写しを備え、及び船員の利用に供することを要求する。
	
	
	
	
	


第2.6規則　船舶の滅失又は沈没に対する船員への補償
	R2.6.1.
	船員は、船舶の滅失又は沈没から生ずる負傷、損失又は失業については、適切な補償を受ける権利を有する。
	
	
	
	
	

	A2.6.1.
	加盟国は、船舶が滅失し、又は沈没したいかなる場合にも、船舶所有者が、各船員に、その船舶の滅失又は沈没により生ずる失業に対する補償金を支払うことを確保する規則を定める。
	
	
	
	
	

	A2.6.2.
	１に規定する規則は、船舶の滅失又は沈没から生ずる損失又は負傷に対して関係加盟国の国内法に基づき船員が有する他の権利を妨げるものではない。
	
	
	
	
	


第2.7規則　船員の配乗の水準
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	見解

	R2.7.1.
	加盟国は、船員の疲労並びに航海の特殊な性格及び条件についての懸念を考慮して、すべての条件下で船舶が安全に、効果的に及び保安に妥当な考慮を払って運航されることを確保するため、すべての自国を旗国とする船舶が船内で雇用される十分な数の船員を配乗することを要求する。
	

	A2.7.1.
	加盟国は、船舶が安全に、効果的に及び保安に妥当な考慮を払って運航されることを確保するため、すべての自国を旗国とする船舶が船内に十分な数の船員を配乗することを要求する。すべての船舶は、権限のある機関が発給する安全のための最少の人員の配置に関する文書又はこれに相当する文書に従い、すべての運航条件下で、船舶及びその人員の安全及び保安を確保するため並びにこの条約の基準を遵守するため、人数及び資格に照らして適切な船員を配置する。
	
	
	
	
	

	A2.7.2.
	権限のある機関は、船員の配乗の水準を決定し、承認し、又は変更する場合には、船員の配乗の水準に関して適用される国際文書（特に国際海事機関の文書）に定める原則並びに十分な休息を確保し、及び疲労を軽減するために過度の労働時間を回避し、又は最少にする必要性を考慮する。
	

	A2.7.3.
	権限のある機関は、船員の配乗の水準を決定する場合には、食料及び供食に関する第3.2規則及び第3.2基準（規範Ａ）の規定における要件を考慮する。
	


第2.8規則　船員の職業経歴、技能開発及び雇用の機会
	R2.8.1.
	加盟国は、海事部門における雇用を促進し、並びに自国の領域内に住所を有する船員の職業経歴、技能開発及び一層の雇用の機会を奨励するための国内政策を有する。
	
	
	
	
	

	A2.8.1.
	加盟国は、海事部門に安定的かつ有能な労働力を確保するために職業経歴、技能開発及び船員の雇用の機会を奨励する国内政策を有する。
	
	
	
	
	

	A2.8.2.
	１に規定する政策は、船員がその能力、資格及び雇用の機会を強化することを支援することを目的とする。
	
	
	
	
	

	A2.8.3.
	加盟国は、関係する船舶所有者団体及び船員団体との協議の後、船内における職務が主として船舶の安全な運行及び航行（船員の通常の訓練を含む。）に関する船員の職業指導、教育及び訓練のための明確な目的を定める。
	
	
	
	
	


第３章　居住設備、娯楽設備、食料及び供食
第3.1規則　居住設備及び娯楽設備
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	見解

	R3.1.1.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶が、船内で労働し若しくは居住し、又はその双方を行う船員のため、船員の健康及び福祉の促進に適合する相応な居住設備及び娯楽設備を提供し、及び維持することを確保する。
	

	R3.1.2
	船舶の構造及び設備に関するこの規則を実施する規範における要件は、関係加盟国についてこの条約が効力を生ずる日以後に建造された船舶についてのみ適用する。当該日前に建造された船舶について、１９４９年の乗組員設備条約（改正）（第９２号）及び１９７０年の船員設備（補足規定）条約（第１３３号）に定める船舶の構造及び設備に関する要件は、関係加盟国の法令又は慣行に基づき、当該日前に適用された範囲内で引き続き適用する。船舶は、キールが据え付けられる日又はこれと同様の建造段階にある日に建造されたものとみなされる。
	

	R3.1.3.
	別段の明示の定めがない限り、船員の居住設備及び娯楽設備の規定に関する規範の改正に基づくいかなる要件も、関係加盟国について当該改正が効力を生ずる日以後に建造された船舶についてのみ適用する。
	

	A3.1.1.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶に対し、次のことを行うことを要件とする法令を制定する。
(a) 船内で労働し若しくは居住し、又はその双方を行う船員のため、すべての設備が安全であり、適切であり、かつ、この基準の関連する規定に従っていることを確保するための最低基準を満たすこと。
(b) (a)に規定する基準の初期及び実施中の適合を確保するために検査されること。
	

	A3.1.2.
	この基準を実施するための法令を制定し、及び適用するに当たり、権限のある機関は、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、次のことを行う。
(a) 船内で居住し、及び労働する船員の特別の必要に照らして、健康及び安全の保護並びに災害の防止についての第4.3規則及び関連する規範の規定を考慮すること。
(b) 規範Ｂ部に定めるガイダンスに妥当な考慮を払うこと。
	

	A3.1.3.
	第5.1.4規則に基づいて求められる検査は、次の場合に実施する。
(a) 船舶が登録され、又は再登録される場合
(b) 船内の船員の居住設備が実質的に変更された場合
	

	A3.1.4.
	権限のある機関は、次の事項に関係するこの条約の要件の実施を確保するために特別の注意を払う。
(a) 室及び他の設備の場所の大きさ
(b) 暖房及び換気
(c) 騒音及び振動並びにその他の環境の要素
(d) 衛生設備
(e) 照明
(f) 病室設備
	

	A3.1.5.
	加盟国の権限のある機関は、自国を旗国とする船舶がこの基準の６から17までに規定する船内の居住設備及び娯楽設備の最低基準を満たすことを要求する。
	

	A3.1.6.
	設備のための一般要件に関して、
	
	
	
	
	

	A3.1.6
	(a)船員のすべての居住設備における天井の高さを適切なものとする。十分かつ自由な動きを必要とする船員のすべての居住設備において認められる天井の高さは、２０３センチメートル以上でなければならない。権限のある機関は、船員の居住設備のいずれの区域又はその一部分において天井の高さを一定の範囲内で低くすることを当該設備において次のことが認められている場合には、認めることができる。
(ⅰ) 合理的であること。
(ⅱ) 船員に対して不便をもたらさないこと。
	
	
	
	
	

	A3.1.6
	(b) 居住設備は、適切に防熱を施す。
	
	
	
	
	

	A3.1.6
	(c) 改正された１９７４年の海上における人命の安全のための国際条約（ＳＯＬＡＳ条約）の第２規則(e)及び(f)に定義する旅客船以外の船舶においては、寝室の位置は、例外的な場合を除くほか、船舶の中央部又は船尾部の満載吃水線の上とする。船舶の大きさ、型又は予定された用途が寝室を他の場所に設けることを不可能とする場合には、寝室は、船舶の前部に設けることができる。ただし、いかなる場合においても衝突隔壁の前方であってはならない。
	
	
	
	
	

	A3.1.6
	(d) 旅客船並びに１９８３年の国際海事機関（ＩＭＯ）の特殊目的船のための安全に関する規範及びその後の改正に従って建造された特殊な船舶（以下「特殊目的船」という。）においては、権限のある機関は、照明及び換気のための十分な措置がとられることを条件として、寝室の位置を満載吃水線の下方にあるようにすることを認めることができる。ただし、いかなる場合においても、作業通路の下であってはならない。
	
	
	
	
	

	A3.1.6
	(e) 船倉及び機関区域又は調理室、貯蔵品室、乾燥室若しくは共用の衛生区域から、寝室への直接の入口を設けてはならない。寝室からこれらの場所を隔離する隔壁及び外部隔壁の一部は、鋼板その他の承認された物質で効果的に建造し、並びに水密及びガス密とする。
	
	
	
	
	

	A3.1.6
	(f) 内部隔壁、パネル張り及び板張り、床並びに接合箇所を建造するために使用される材質は、その目的に適合し、及び健康的な環境の確保に資するものとする。
	
	
	
	
	

	A3.1.6
	(g) 適切な照明及び十分な排水設備を設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.6
	(h) 居住設備並びに娯楽設備及び供食設備は、船内の騒音及び振動その他の環境の要素並びに化学物質の危険な水準にさらされるおそれを防止することに関して、船員に対して容認される職業上及び船内の生活環境を提供するため、健康及び安全の保護並びに災害の防止に関する第規則及び規範の関連条項における要件を満たすものとする。
	
	
	
	
	

	A3.1.7.
	換気及び暖房についての要件に関して、
	
	
	
	
	

	A3.1.7.
	(a) 寝室及び食堂は、適切に換気する。
	
	
	
	
	

	A3.1.7
	(b) エアコンディショナーを必要としない温暖な気候条件の下で航海に通常従事するものを除くほか、船舶は、船員の居住設備、独立の無線室及び機関制御室のためにエアコンディショナーを備える。
	
	
	
	
	

	A3.1.7
	(c) すべての衛生区域には、設備の他の部分に関係なく、開放された場所への換気装置を設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.7
	(d) 専ら熱帯地域を航行する船舶を除くほか、適当な暖房装置による適切な暖房を設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.8.
	照明の要件に関して、寝室及び食堂は、旅客船において認められる特別措置に従い、自然の光によって照明し、及び適切な人工の照明を設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	船内で寝室が必要とされる場合には、寝室については、次の要件を適用する。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(a) 旅客船以外の船舶においては、船員に対して個人用の寝室を設ける。総トン数３千トン未満の船舶又は特殊目的船においては、権限のある機関が関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、この要件の適用の除外を認めることができる。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(b) 男女のために個別の寝室を設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(c) 寝室は、合理的な快適さを確保し、及び整理を容易にするため、適切な大きさのものであり、及び適切に設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(d) いかなる状況の下においても、船員のために個別の寝台を設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(e) 寝台の内側の寸法の最少限度は、少なくとも、縦１９８センチメートル、横８０センチメートルとする。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(f) 船員の１人用の寝室の床面積は、次に掲げる面積を下回らないものとする。
 (i) 総トン数３千トン未満の船舶にあっては、４．５平方メートル
 (ii) 総トン数３千トン以上１万トン未満の船舶にあっては、５．５平方メートル
(iii) 総トン数１万トン以上の船舶にあっては、７平方メートル
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(g) ただし、総トン数３千トン未満の船舶、旅客船及び特殊目的船における１人用の寝室を設けるため、権限のある機関は、減じた床面積を認めることができる。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(h) 旅客船及び特殊目的船以外の総トン数３千トン未満の船舶においては、寝室は、最大限２人の船員で占めることができる。当該寝室の床面積は、７平方メートルを下回らない。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(i) 旅客船及び特殊目的船において船舶の職員としての職務に従事しない船員の寝室の床面積は、次に掲げる面積を下回らない。
(i) ２人用の部屋については、７．５平方メートル
(ii) ３人用の部屋については、１１．５平方メートル
(iii) ４人用の部屋については、１４．５平方メートル
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(j) 特殊目的船における寝室は、４人を超える者を収容することができる。当該寝室の床面積は、１人当たり、３．６平方メートルを下回らない。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(k) 旅客船及び特殊目的船以外の船舶において船舶の職員としての職務に従事する船員の寝室の床面積は、個人用の居室又は執務室が設けられていない場合には、次に掲げる面積を下回らない。
 (i) 総トン数３千トン未満の船舶にあっては、７．５平方メートル
 (ii) 総トン数３千トン以上１万トン未満の船舶にあっては、８．５平方メートル
(iii) 総トン数１万トン以上の船舶にあっては、１０平方メートル
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(l) 旅客船及び特殊目的船において船舶の職員としての職務に従事する船員の寝室の１人当たりの床面積は、個人用の居室又は執務室が設けられていない場合には、下級職員については、７．５平方メートル、上級職員については、８．５平方メートルを下回らない。下級職員とは、作業職の地位にある者をいい、上級職員とは、管理職の地位にある者をいう。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(m) 船長、機関長及び一等航海士は、寝室のほかに、寝室に隣接する居室、執務室又は同等の追加の場所を有する。総トン数３千トン未満の船舶については、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、権限のある機関がこの要件の適用を除外することができる。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(n) 占用者のために、家具には、十分な容量（最小限度４７５リットル）の衣服用ロッカー及び５６リットル以上の引出し又はこれに相当するものを含める。引出しが衣服用ロッカーに組み込まれている場合には、衣服用ロッカーの結合した最小の容積は、５００リットルとするものとし、当該ロッカーは、棚を備え、及びプライバシーを確保するため占用者が施錠することができるものとする。
	
	
	
	
	

	A3.1.9.
	(o) 寝室には、固定式、折畳み式又は引出し式のテーブル又は机及び必要に応じ快適な着席設備を設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.10.
	食堂のための要件に関して、
	
	
	
	
	

	A3.1.10.
	(a) 食堂は、寝室から離れて、かつ、できる限り調理室の近くに設置する。総トン数３千トン未満の船舶については、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、権限のある機関がこの要件の適用を除外することができる。
	
	
	
	
	

	A3.1.10.
	(b) 食堂は、これを同時に使用することのある船員の数を考慮して、適切な大きさの及び快適なものとし、並びに適切に設備が備えられたもの（飲用水のための現在備えられている設備を含む。）とする。必要な場合には、又は共通の食堂設備を設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.11.
	衛生設備のための要件に関して、
	
	
	
	
	

	A3.1.11.
	(a) すべての船員は、男女のために設ける個別の衛生設備とともに、健康及び衛生の最低基準並びに快適さに関する合理的な基準を満たす衛生設備を船内で容易に利用することができる。
	
	
	
	
	

	A3.1.11.
	(b) 衛生設備は、船橋及び機関区域から容易に利用することのできる範囲内に又は機関制御室の近くに設ける。総トン数３千トン未満の船舶については、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、権限のある機関がこの要件の適用を除外することができる。
	
	
	
	
	

	A3.1.11.
	(c) すべての船舶において、個人の設備を有しない６人以下の者につき、１の便所、１の洗面台及び１の浴槽若しくはシャワー又はその双方を便利な場所に設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.11.
	(d) 旅客船を除くほか、寝室には、清水の冷水及び温水の出る洗面台を設ける。ただし、設置された個人の浴室にそのような洗面台がある場合は、この限りでない。
	
	
	
	
	

	A3.1.11.
	(e) ４時間を超えない期間の航海に通常従事する旅客船においては、権限のある機関は、必要な設備の数における特別の措置又は削減について考慮を払うことができる。
	
	
	
	
	

	A3.1.11.
	(f) すべての洗面所には、清水の冷水及び温水が出るようにしておく。
	
	
	
	
	

	A3.112.
	病室設備のための要件に関して、１５人以上の船員を乗せ、かつ、３日を超える航海に従事する船舶は、専ら医療目的に使用される独立の病室設備を設ける。権限のある機関は、沿岸の航海に従事する船舶に関するこの要件を緩和することができる。船内の病室設備を承認するに当たり、権限のある機関は、当該設備がいかなる天候の下においても、出入りが容易で、乗員に快適な住居を提供し、及び迅速かつ適当な手当を受けることに資するものとなるよう確保する。
	
	
	
	
	

	A3.1.13.
	適切に設置され、かつ、設けられた洗濯設備を利用することができる。
	
	
	
	
	

	A3.1.14.
	すべての船舶は、船員が職務を離れた時に利用することのできる場所を開放された甲板に有する。その場所は、船舶の大きさ及び船内の船員の数を考慮して適切な面積のものとする。
	
	
	
	
	

	A3.1.15.
	すべての船舶は、甲板部及び機関部が使用するための個別又は共同の事務室を設ける。総トン数３千トン未満の船舶については、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、権限のある機関がこの要件の適用を除外することができる。
	
	
	
	
	

	A3.1.16.
	蚊が大量発生する港へ定期的に航行する船舶は、権限のある機関の要求する適当な装置を設ける。
	
	
	
	
	

	A3.1.17.
	船員のための適当な娯楽設備、快適さ及びサービスは、船内で居住し、かつ、労働しなければならない船員の特別の必要を満たすため、健康及び安全の保護並びに災害の防止に関する第４．３規則及び関連する規範の規定を考慮して、すべての船員のために船内で提供される。
	
	
	
	
	

	A3.1.18.
	権限のある機関は、船員の居住設備が、清潔であり、相応な居住性があり、及び修理の良好な状態が維持されることを確保するため、船長により又はその監督の下に、船内で実施される頻繁な検査を求める。検査の結果は、記録し、及び再検討のために利用することができる。
	
	
	
	
	

	A3.1.19.
	異なる及び特殊な宗教的及び社会的な慣習を有する船員の利益を差別なしに考慮する必要がある船舶の場合には、権限のある機関は、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、この基準に関して公正に適用される変差を認めることができる。ただし、当該変差は、設備全般がこの基準を適用したならば得られたであろうものよりも劣るものとならないことを条件とする。
	
	
	
	
	

	A3.1.20.
	加盟国は、関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、船舶の大きさ及び乗船者の数を考慮し、この基準の次の規定の要件に関連してそれが合理的な場合には、総トン数２００トン未満の船舶を除外することができる。
(a) ７(b) 、11(d)及び13の規定
(b) ９ (f)及び９(h) から９ (l)までを含む規定（ただし、床面積に関するもののみ）
	
	
	
	
	

	A3.1.21.
	この基準の要件に関するいかなる適用の除外も、この基準において明示的に認められる場合であって、当該適用除外が説得力のある根拠に基づき明確に正当と認められる特別の事情があるときにのみ、船員の健康及び安全を保護することを条件として設けることができる。
	
	
	
	
	


第3.2規則　食料及び供食
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	見解

	R3.2.1.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶が当該船舶の必要性を適切に満たし、かつ、異なる文化的及び宗教的な背景を十分に考慮した適当な品質、栄養価及び量の食料及び飲料水を船内に備え、かつ、提供することを確保する。
	
	
	
	
	

	R3.2.2.
	船内の船員は、雇用の期間中、無償で食料が提供される。
	
	
	
	
	

	R3.2.3.
	調理について責任を有する船舶料理士として雇用される船員は、船内におけるその職務上の地位のために訓練を受けており、及び資格を有していなければならない。
	
	
	
	
	

	A3.2.1.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶の船員に提供される食事について適用する食料及び飲料水の量及び品質のための最低基準を定める法令又は他の措置を採択し、並びにこの１に定める基準について啓発し、及びその基準を実施することを促進するための教育活動を行う。
	

	A3.2.2.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶が次の最低基準を満たすことを確保する。
(a) 食料及び飲料水の供給は、船内の船員の数、食料に関する宗教上の必要及び文化的慣行並びに航海の期間及び性質に考慮を払い、量、栄養価、品質及び種類に関して適当なものとすること。
(b) 供食部の組織及び設備は、適切な、多様な及び栄養のある食事であって、衛生的な状態で準備され、及び提供されるものを船員に対して提供することを可能とするものとすること。
(c) 供食部の人員は、その職務上の地位のために適切に訓練され、又は指導されること。
	
	
	
	
	

	A3.2.3.
	船舶所有者は、船舶料理士として従事する船員が関係加盟国の法令に定める要件に従いその職務上の地位のために訓練され、資格を有し、及び有能であると認められることを確保する。
	
	
	
	
	

	A3.2.4.
	３に定める要件には、権限のある機関が承認し、又は認める訓練課程の修了を含む。当該訓練課程には、実際の料理方法、食料及び個人の衛生、食料の貯蔵、在庫の調整、環境保護並びに供食による健康及び安全を含む。
	
	
	
	
	

	A3.2.5.
	１０人未満の定められた船員の配乗で運航する船舶に対しては、乗組員の数又は航海の態様により、権限のある機関は、十分な資格を有する料理士が乗り組むことを要求しないことができる。ただし、当該船舶の調理室において調理するすべての者については、食料及び個人の衛生並びに食料の取扱い及び貯蔵を含む分野において訓練され、又は指導されるものとする。
	
	
	
	
	

	A3.2.6.
	例外的に必要となる場合において、権限のある機関は、特定の期間において、次の適当な寄港地まで又は1ヶ月を超えない期間、特定の船舶に十分な資格を有しない料理士が勤務することを許可する臨時業務許可書を発給することができる。ただし、当該許可書の発給を受ける者は、船内の食料及び個人の衛生並びに食料の取扱い及び貯蔵を含む分野において訓練され、又は指導される。
	
	
	
	
	

	A3.2.7.
	権限のある機関は、第５章の規定による継続的な遵守の手続に従い、次の事項に関し、船長により又は船長の監督の下で、船内で検査が頻繁に実施され、当該検査が記録されることを求める。
(a) 食料及び飲料水の供給
(b) 食料及び飲料水の貯蔵及び取扱いのために使用されるすべての場所及び設備
(c) 食事の準備及び提供のための調理室その他の設備
	
	
	
	
	

	A3.2.8.
	１８歳未満の船員は、船舶料理士として、雇用され、従事し、又は労働してはならない。
	
	
	
	
	


第４章　健康の保護、医療、福祉及び社会保障による保護
第4.1規則　船内及び陸上の医療
	Reg. No.
	要件
	確認部件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	見解

	R4.1.1.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶におけるすべての船員が健康の保護のための適切な措置を受け、及び当該船員が船内で労働する間に迅速かつ適切な医療を受けることを確保する。
	

	R4.1.2.
	１の規定に基づく保護及び医療は、原則として、船員に費用を負担させることなく提供する。
	

	R4.1.3.
	加盟国は、自国の領域内の船舶で速やかな医療を必要とする船員が陸上の当該加盟国の医療施設を利用することができることを確保する。
	

	R4.1.4.
	規範に定める船内の健康の保護及び医療のための要件には、陸上の労働者が一般的に利用可能な健康の保護及び医療と可能な限り同等のものを船員に対して提供することを目的とする措置の基準を含む。
	

	A4.1.1.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶で労働する船員に対する健康の保護及び医療（不可欠な歯科治療を含む。）を提供するための次の措置をとることを確保する。
	

	A4.1.1
	(a) 船員に対して、船員の業務に関する職務上の健康の保護及び医療についての一般規定並びに船舶における労働に特有の特別規定を適用すること。
	

	A4.1.1
	(b) 船員に対して、陸上の労働者が一般的に利用可能な健康の保護及び医療と可能な限り同等のもの（診断及び治療のために必要な薬品、医療機器及び医療施設並びに医学的な情報及び専門知識を迅速に利用することができることを含む。）を与えること。
	

	A4.1.1
	(c) 実行可能な場合には、寄港地において、資格を有する医師又は歯科医師を遅滞なく訪問する権利を与えること。
	

	A4.1.1
	(d) 医療及び健康の保護のためのサービスは、加盟国の国内法及び国内慣行に適合する範囲内で、船員が船内にいる間又は外国の港に上陸している間、無償で提供されること。
	

	A4.1.1
	(e) 健康増進、保健教育のためのプログラム等の予防的な性質の措置を含むが傷病を負った船員の治療に限定されないこと。
	

	A4.1.2.
	権限のある機関は、船長並びに関係する陸上及び船内の医療要員が使用するための標準的な医療に関する報告の様式を採用する。当該様式が記入された場合には、その内容は、秘密のものとして取り扱い、及び船員の治療を容易にするためにのみ使用する。
	
	
	
	
	

	A4.1.3.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶における病室、医療設備、医療機器及び医療訓練のための要件を定める法令を制定する。
	

	A4.1.4.
	次の要件は、少なくとも国内法令において定める。
	
	
	
	
	

	A4.1.4.
	(a) すべての船舶は、医療箱、医療機器及び医療手引書を備え、これらの詳細は、定められ、及び権限のある機関による定期的な検査の対象となる。国内的な要件は、船舶の種類、乗船者の数、航海の性質、目的地及び期間並びに国内的及び国際的に勧告された関連する医療上の基準を考慮する。
	
	
	
	
	

	A4.1.4.
	(b) １００人以上の人員を収容し、かつ、通常３日間を超える国際航海に従事する船舶には、医療の提供について責任を有する資格のある医師が乗り組む。国内法令は、特に、航海の期間、性質及び状況、船内の船員の数等の要素を考慮して、医師が乗り組むことを必要とする他の船舶についても定める。
	
	
	
	
	

	A4.1.4
	(c) 医師が乗り組まない船舶には、通常の業務の一部として、医療及び薬品の管理に責任を有する船内の船員を少なくとも１人乗船させ、又は応急医療を行う権限を有する船内の船員を少なくとも１人乗船させる。医師でない者であって船内で医療について責任を有するものは、改正された１９７８年の船員の訓練及び資格証明並びに当直の基準に関する国際条約（以下「ＳＴＣＷ条約」という。）の要件を満たす医療訓練を良好に修了する。応急医療を行うことを指定された船員は、ＳＴＣＷ条約の要件を満たす応急医療の訓練を良好に修了する。国内法令は、特に、航海の期間、性質及び状況、船内の船員の数等の要素を考慮して、承認された所用の訓練の水準を定める。
	
	
	
	
	

	A4.1.4
	(d) 権限のある機関は、事前に取り決める制度により、海上における船舶に対する無線又は衛星通信による医学的助言（専門家による助言を含む。）が１日に２４時間利用することができることを確保する。医学的助言（船舶と助言を与える陸上の者との間の無線又は衛星通信による医学的な通報の送付を含む。）は、掲げる旗のいかんを問わず、すべての船舶が無償で利用することができる。
	
	
	
	
	


第4.2規則　船舶所有者の責任
	R4.2.1.
	加盟国は、規範に従い、船員の雇用契約の下で勤務中に生じ、又は当該契約に基づく雇用から生ずる疾病、負傷又は死亡の財政上の影響に関して船舶所有者から物的援助及び支援を受ける権利を船舶において雇用される船員に提供するため、自国を旗国とする船舶において措置がとられることを確保する。
	
	
	
	
	

	R4.2.2.
	この規則は、船員が求めることができる他のいかなる法的救済にも影響を及ぼすものではない。
	
	
	
	
	

	A4.2.1.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶の船舶所有者が次の最低基準に従い当該船舶で労働するすべての船員の健康の保護及び医療について責任を有することを求める法令を制定する。
	
	
	
	
	

	A4.2.1.
	(a) 船舶所有者は、自己の船舶において労働する船員のため、職務の開始の日と正当に送還されたとみなされる日との間に生じ、又はこれらの日の間における雇用から生ずる船員の疾病及び負傷に関して費用を負担する責任を有する。
	
	
	
	
	

	A4.2.1.
	(b) 船舶所有者は、国内法、船員の雇用契約又は団体交渉協約に規定する職業上の負傷、疾病又は障害に起因する船員の死亡又は長期障害の場合における補償を確保するための金銭上の保証を提供する。
	
	
	
	
	

	A4.2.1.
	(c) 船舶所有者は、傷病を負った船員が回復するまで又は疾病若しくは労働不能が恒久的性質のものと宣言されるまで、医療の費用（治療並びに必要な薬剤及び治療材料の供給並びに自宅以外における食料及び宿泊に係る費用を含む。）を負担する責任を有する。
	
	
	
	
	

	A4.2.1.
	(d) 船舶所有者は、船員が雇用の期間中に船内又は陸上で死亡した場合には、埋葬のための費用を負担する責任を有する。
	
	
	
	
	

	A4.2.2.
	国内法令は、医療、食料及び宿泊の費用を負担する船舶所有者の責任が、船員の負傷の日又は発病の日から１６週間を下回らない期間に制限することができる。
	
	
	
	
	

	A4.2.3.
	　疾病又は負傷が労働不能をもたらす場合には、船舶所有者は、次のことについて責任を有する。

 (a) 傷病を負った船員が船内にとどまる間又は船員がこの条約の規定に従って送還されるまで、当該船員に賃金の全部を支払うこと。
(b) 国内法令の定めるところにより又は団体交渉協約に定めるところに従い、船員が送還され若しくは上陸する時から回復するまで又はこれよりも早い場合には、関係する加盟国の法令に基づき船員が現金給付を受ける権利を有するまで、賃金の全部又は一部を支払うこと。
	
	
	
	
	

	A4.2.4.
	国内法令は、下船した船員に関して賃金の全部又は一部を支払う船舶所有者の責任を、船員の負傷の日又は発病の日から１６週間を下回らない期間に制限することができる。
	
	
	
	
	

	A4.2.5.
	国内法令は、次の事項に関して船舶所有者の責任を除外することができる。

 (a) 船舶に勤務する場合以外の場合において生じた負傷
(b) 傷病を負った船員又は死亡した船員の非行に起因する負傷又は疾病
(c) 雇用が開始されたときに故意に隠ぺいされた疾病又は障害
	
	
	
	
	

	A4.2.6.
	国内法令は、公の機関が責任を負う限り、医療、食料、宿泊及び埋葬のための費用を支払う責任から船舶所有者の責任を除外することができる。
	
	
	
	
	

	A4.2.7.
	船舶所有者又はそれらを代理する者は、傷病を負った船員又は死亡した船員が船内に残した財産を保護し、及び当該船員又はその近親者に財産を返還するために措置をとる。
	
	
	
	
	


第4.3規則　健康及び安全の保護並びに災害の防止
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	見解

	R4.3.1.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶の船員が職業上の健康の保護を与えられ、並びに安全かつ衛生的な環境の船内で生活し、労働し、及び訓練することを確保する。
	

	R4.3.2.
	加盟国は、代表的な船舶所有者団体及び船員団体と協議した上で並びに国際機関、行政機関及び海運業団体が勧告する適用可能な規範、基準及び指針を考慮して、自国を旗国とする船舶における職業上の安全及び健康の管理についての国内の指針を作成し、及び公表する。
	

	R4.3.3.
	加盟国は、関連する国際文書を考慮して、規範に定める事項を取り扱う法令その他の措置を制定し、並びに自国を旗国とする船舶における職業上の安全及び健康の保護並びに職業上の災害の防止のための基準を設定する。
	

	A4.3.1.
	第4.3規則３の規定に従って制定する法令その他の措置には、次の事項を含む。
	

	A4.3.1.
	(a) 加盟国の旗を掲げる船舶における職業上の安全及び健康の政策及び計画（危険性の評価並びに船員の訓練及び教育を含む。）の策定並びに効果的な実施及び促進
	

	A4.3.1.
	(b) 船内における職業上の災害、負傷及び疾病を防止するための妥当な予防措置（環境の要素及び化学物質の有害性にさらされる危険並びに船内の設備及び機関の使用から生ずる可能性のある負傷又は疾病の危険を減少させ、及び防止する措置を含む。）
	

	A4.3.1.
	(c) 職業上の災害、負傷及び疾病を防止し、並びに職業上の安全及び健康の保護を継続的に改善するための船内の計画であって、船員の代表者及び当該計画の実施において関係するすべての者に関係し、予防措置（工学的な及び設計上の管理、共同及び単独の任務の過程及び手続の代替並びに個人用保護具の使用を含む。）が考慮されたもの
	

	A4.3.1.
	(d) 安全でない状態の検査、報告及び是正に関する要件並びに船内における職業上の災害についての調査及び報告に関する要件
	

	A4.3.2.
	１の規定には、次のことを含む。
	

	A4.3.2.
	(a) 一般に職業上の安全及び健康の保護並びに職業上の特定の危険に関する関連する国際文書を考慮し、並びに船員の労働について適用される職業上の災害、負傷及び疾病（特に海上の業務に特有のものを含む。）の防止に関するすべての事項を定めること。
	

	A4.3.2.
	(b) 船舶所有者、船員その他の関係する者が適用される基準を遵守し、並びに１８歳未満の船員の安全及び健康に特別の考慮を払いつつ、船舶における職業上の安全及び健康の政策及び計画を遵守する義務を明確に定めること。
	

	A4.3.2.
	(c) 船舶における職業上の安全及び健康の政策及び計画を実施し、及び遵守することについて特別の責任を負うため、船長若しくは船長が指名する者又はその双方の任務を定めること。
	

	A4.3.2.
	(d) 船舶の安全のための委員会の会議に出席するため安全に関する代表として指名され、又は選出される船舶の船員の権限を定めること。当該委員会は、５人以上の船員を有する船舶に設置する。
	

	A4.3.3.
	第4.3規則３に規定する法令その他の措置は、船舶所有者団体及び船員団体の代表者と協議して定期的に検討するものとし、必要な場合には、職業上の安全及び健康の政策及び計画において継続的な改善を促進するため、並びに加盟国の旗を掲げる船舶における船員のために職業上の安全な環境を提供するため、技術の変化及び研究に考慮して改正する。
	

	A4.3.4.
	船内において作業場で危険にさらされることが受け入れられる水準並びに船舶の職業上の安全及び健康の政策及び計画の開発及び実施に関する適用可能な国際文書の要件を遵守することは、この条約の要件を満たしているものとみなす。
	

	A4.3.5.
	権限のある機関は、次のことを確保する。
(a) 職業上の災害及び疾病の報告及び記録に関して国際労働機関が作成するガイダンスを考慮して、職業上の災害、負傷及び疾病が適切に報告されること。
(b) 当該災害及び疾病の詳細な統計が作成され、分析され、及び公表され、並びに適当な場合には、一般的な傾向及び特定される危険における研究によって把握されること。
(c) 職業上の災害が調査されること。
	
	
	
	
	

	A4.3.6.
	職業上の安全及び健康についての問題に関する報告及び調査は、船員の個人の情報の保護を確保するように作成され、及びこの問題に関して国際労働機関が作成するガイダンスを考慮する。
	
	
	
	
	

	A4.3.7.
	権限のある機関は、船内の特定の危険に関する情報について、すべての船員の注意を喚起するための措置（例えば、当該危険に関係のある指示を含む公の情報の掲示を行うこと。）をとるために船舶所有者団体及び船員団体と協力する。
	

	A4.3.8.
	権限のある機関は、職業上の安全及び健康の管理に関する危険性の評価を行う船舶所有者が、自己の船舶から及び当該機関が作成する一般的な統計から、適当な統計上の情報を参照するよう求める。
	
	
	
	
	


第4.4規則　陸上の福祉施設の利用
	R4.4.1.
	加盟国は、陸上の福祉施設が存在する場合には、容易に利用することができることを確保するものとし、港に停泊する船舶の船員に適切な福祉施設及び福祉サービスの利用を提供するため、指定された港において、規範に掲げるような福祉施設の開発を促進する。
	
	
	
	
	

	R4.4.2.
	福祉、文化、娯楽及び情報のための施設及びサービス等の陸上にある施設に関する加盟国の責任は、規範に定める。
	
	
	
	
	

	A4.4.1.
	加盟国は、自国の領域内に福祉施設が存在する場合には、国籍、人種、皮膚の色、性、宗教、政治的意見及び社会的出身のいかんを問わず、並びに船員が雇用され、従事し、又は労働する船舶の旗国のいかんを問わず、すべての船員が当該施設を利用することができることを求める。
	
	
	
	
	

	A4.4.2.
	加盟国は、自国の適当な港における福祉施設の開発を促進し、並びに関係する船舶所有者団体及び船員団体と協議の上、どの港が適当であると認められるべきであるかを決定する。
	
	
	
	
	

	A4.4.3.
	加盟国は、海運業における技術、運航その他の進歩から生ずる船員の必要性の変化に照らして、これらが適切なものであることを確保するため、福祉施設及び福祉サービスを定期的に検討する厚生委員会の設置を奨励する。
	
	
	
	
	


第4.5規則　社会保障
	R4.5.1.
	加盟国は、すべての船員及び自国の国内法に定める範囲内で当該船員の被扶養者が国際労働機関憲章第１９条８に定めるいかなる有利な条件も妨げることなく規範に従い社会保障による保護を利用することができるよう確保する。
	
	
	
	
	

	R4.5.2.
	加盟国は、自国の事情に応じ、個別に及び国際協力を通じて、船員のための包括的な社会保障による保護を漸進的に達成するため、措置をとることを約束する。
	
	
	
	
	

	R4.5.3.
	加盟国は、自国の社会保障に関する法令の対象となる船員及び自国の国内法に定める範囲内で当該船員の被扶養者が、陸上の労働者が享受するよりも不利でない社会保障による保護から給付を受ける権利を有することを確保する。
	
	
	
	
	

	A4.5.1.
	第4.5規則の規定に基づき包括的な社会保障による保護を漸進的に達成するために考慮すべき部門は、医療に関する第4.1規則、船舶所有者の責任に関する第4.2規則及び他の章に規定する保護を補完する医療、傷病給付、失業給付、老齢給付、業務災害給付、家族給付、母性給付、廃疾給付及び遺族給付とする。
	
	
	
	
	

	A4.5.2.
	批准の時に、第4.5規則１の規定に従い加盟国が提供する保護には、１に掲げる九の部門のうち少なくとも３の部門を含むものとする。
	
	
	
	
	

	A4.5.3.
	加盟国は、自国の事情に応じ、自国の領域内に通常居住するすべての船員に対し１に定める補完的な社会保障による保護を提供するため、措置をとる。その責任は、適当な２国間又は多数国間の協定、拠出制度等によって満たすことができる。その結果生ずる保護は、当該加盟国の領域内に居住する陸上の労働者が享受する保護よりも不利であってはならない。
	
	
	
	
	

	A4.5.4.
	３に規定する責任の帰属にかかわらず、加盟国は、２国間及び多数国間の協定により並びに地域的な経済統合のための機関の枠組みにおいて採択された規定により、船員を対象とする社会保障に関する法令に関する他の規則を決定することができる。
	
	
	
	
	

	A4.5.5.
	自国を旗国とする船舶における船員に関する加盟国の責任には、第4.1規則及び第4.2規則の規定、規範の関連する規定によって定めるもの並びに国際法に基づく一般的義務に固有のものによって定めるものを含む。
	
	
	
	
	

	A4.5.6.
	加盟国は、１に規定する部門が適切に機能していない場合には、国内法及び国内慣行に従い、船員に対して同等の給付を提供する種々の方法について考慮する。
	
	
	
	
	

	A4.5.7.
	第4.5規則１の規定に基づく保護は、適当な場合には、法令、民間の制度若しくは団体交渉協約又はこれらの組合せに含めることができる。
	
	
	
	
	

	A4.5.8.
	加盟国は、自国の国内法令及び国内慣行に適合する範囲内で、２国間又は多数国間の協定その他の取極により、居住のいかんを問わず、すべての船員が取得した又は取得中の拠出制度又は非拠出制度によって提供される社会保障についての権利を維持することを確保するために協力する。
	
	
	
	
	

	A4.5.9.
	加盟国は、紛争の解決のための公正かつ効果的な手続を定める。
	
	
	
	
	

	A4.5.10.
	加盟国は、批准の時に、２の規定に従って提供される保護のための部門を明示する。１に規定する１又は２以上の他の部門に関する社会保障による保護を提供する場合には、その後において、国際労働事務局長に通告する。同事務局長は、この情報の登録を維持し、及び利害関係を有するすべての者が入手することができるようにする。
	
	
	
	
	

	A4.5.11.
	国際労働機関憲章第２２条の規定に基づく国際労働事務局への報告には、他の部門に保護を拡大するために第4.5規則２の規定に従ってとられる措置に関する情報も含める。
	
	
	
	
	


第５章　遵守及び執行
第5.1.5規則 船内における苦情処理の手続
	Reg. No.
	要件
	確認物件
	継続的遵守のために取られる措置
	判定
	注記

	R5.1.1.
	加盟国は、自国を旗国とする船舶に対し、この条約の要件（船員の権利を含む。）に対する違反を申し立てる船員の苦情を公平、効果的かつ迅速に取り扱う船内における苦情処理の手続を有することを要求する。
	
	
	
	
	

	R5.1.2.
	加盟国は、苦情を提出したことによる船員に対するいかなる種類の不利益な取扱いをも禁止し、及び罰する。
	
	
	
	
	

	R5.1.3.
	この規則及び規範の関連する部門における規定は、船員が適当と認めるいかなる法的手段をも通じて救済を求める船員の権利を害するものではない。
	
	
	
	
	

	A5.1.1.
	国内法令又は団体交渉協約に定めることができる一層広い範囲を妨げることなく、船内における手続は、この条約の要件（船員の権利を含む。）に対する違反を構成する疑いのある事項に関する苦情の申立てを行うために船員が使うことができる。
	
	
	
	
	

	A5.1.2.
	加盟国は、その国内法令において、第5.1.5規則の要件を満たすために適当な船内における苦情処理の手続が実施されることを確保する。当該手続は、可能な最低限の水準で苦情を解決することを求めるものとする。ただし、船員は、いかなる場合においても、直接船長に対し及び必要と認めたときは適当な外部の機関に対し苦情の申立てを行う権利を有する。
	
	
	
	
	

	A5.1.3.
	船内における苦情処理の手続は、苦情を提出したことによる船員に対する不利益な取扱いの可能性に対する保障及び苦情手続中に同伴者又は代理人を立てる船員の権利を含む。「不利益な取扱い」には、明らかに濫用又は悪意のない苦情を申し立てる船員についてあらゆる者によってとられる不利な措置を含む。
	
	
	
	
	

	A5.1.4.
	すべての船員は、船員の雇用契約の写しに加えて、船内において適用可能な船内における苦情処理の手続の写しを提供される。この写しは、旗国における及び異なる場合には船員の居住国における権限のある機関の連絡に関する情報並びに苦情についての公平な助言を秘密のものとして船員に与え、及び船内において当該船員が利用することのできる苦情処理の手続に従って支援することができる者の氏名を含む。
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